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温  暖  化 

 

温暖化対策を巡る国際交渉は今年、大きな転換点

を迎えます。現在、新枠組みの採択に向けて各国が

動き出しています。最も積極的な EU で 2014 年 10

月に 20 年以降の削減目標を決定しました。米国と

中国も追随し、2015 年 11 月に両首脳が目標を発表

しました。排出量が 5 番目に多い日本は 2011 年の

東京電力福島第一原発事故以後、エネルギー政策が

定まらないとし、明確な方針を決めていません。 

一方島嶼国や最貧国をはじめ、市場主義に反発す

る国など途上国でもグループごとに立場は異なりま

す。実行隻のある新枠組みは誕生するのか、潘基文

国連事務総長は「対応が遅れれば、それだけ代償を

払うことになる」と警告しています。 

 

（2015.1.1 日経朝刊より） 

COP20 で日本は「2050 年までに世界全体で 50%

減、先進国で 80%減という目標を改めて掲げ、貢献

していく」とアピールしました。しかし、「2050 年

に 80%減」を目指す議論が実際に国内で進んでいま

せん。今すぐには難しくても、技術や社会のイノベ

ーションが進めば、今世紀末後半に CO2 を出さな

い「ゼロ排出社会」に近づける可能性がある。当面

はできる限り削減努力を続けて「未来の可能性の窓

を開けておく」としても窓はいつまでも開いてはい

ません。 

 

（2015.1.19 日経朝刊より） 

環境省は、地球温暖化が進んだ場合に予測される

各分野への影響をまとめた報告書案を示しました。

エネルギー問題は何を議論すべきか？  

 

 

 

3.11 以降私たちはどのようなエネルギーを使うべきか、 

また将来に向け、今どのような電源構成が必要か 
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農業や健康など 38 項目で影響の重要性が「特に大

きい」と評価しました。 

 

（2015.1.21 朝日朝刊より） 

 

電    力 

 

2016年の電力小売り全面自由化と2018年以降の

発送電分離を含む電力改革に向けた IT 受領は 1 兆

円規模に達する可能性があります。 

「料金・顧客管理系」のシステム分野では、世界

で独 SAP と米オラクルのソフトが 2 強です。2 強を

追うのがベルギーのフェランティ・コンピューター

システムズの「メコムス」です。日立ソリューショ

ンが扱っており、1 月から米アパナードの日本法人

が販売に乗り出します。 

新電力会社が多くの顧客を獲得するには多様な料

金プランなどサービス強化が欠かせず、情報システ

ムの巧拙が競争力を左右しそうです。 

 

2015 年、日本の電力改革は総仕上げの段階を迎え

ます。経済産業省は 1 月下旬召集の通常国会に電気

事業法改正案を提出し、大手電力会社を 2018 年以

降に発電、送配電、小売りに分社化する「発送電分

離」が決まる見通しです。家庭向け小売り自由化も

2016 年春に迫っています。 
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（2015.1.5 日経朝刊により） 

 

東京電力と中部電力は包括提携で設立する共同出

資会社の独立性を確保することで政府の原子力損害

賠償・廃炉等支援機構と合意しました。これにより

東電株の議決権お過半を持つ政府の影響を排除し、

民間主体で燃料の共同調達や火力発電所の運営に乗

り出します。 

 

（2015.1.9 日経朝刊により） 

 

大阪商工会議所は関西電力の電気料金再値上げが

企業経営に与える影響について、アンケートの中間

集計を発表しました。値上げ分の価格転嫁について

は 92%が「ほとんど転嫁できない」と回答し、2013

年の値上げ時のアンケート結果と比べて 9ポイント

上昇しました。 

 

関西電力は「電源構成変分制度」を採用し、電気

料金の値上げを申請しました。しかし審査では原油

価格の下落を考慮するよう求める声があり、上げ幅

の圧縮が今後の焦点となります。値上げ時期は 4 月

以降になりそうです。 

 

（2015.1.22 日経朝刊より） 

 

関電の森詳介会長が関西経済連合会の会長を 5月

からの 3 期目も続けると表明しました。14 人いる副

会長の求めに応じたと言われていますが、長年続く

周囲の関電頼みは変わらず、関電も期待に応え影響

力を保とうとする構図は当分変わりません。 

 

政府が家庭向けの電力小売りを 2016 年に自由化

するのを受け、今春以降に「広域的運営推進機構（全

国で電気の過不足をチェックする）」と「電力市場監

視委員会（新規参入の促進）」の 2 つの組織が発足

します。 

 

（2015.1.23 日経朝刊より） 

経済産業省は2030年時点の発電量に占める火力、

原子力、再生可能エネルギーなど電源ごとの最適な

構成（ベストミックス）の検討を始めます。原子力

は28.6％から引き下げ15~25%前後を軸に調整する

見通しです。再生エネは 2割超の水準を目指します。
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電源構成は年末の COP21 に向け温暖化ガスの削減

目標を決める前提となります。6 月にドイツで開く

サミット前までに電源構成を決め、2020 年以降の削

減目標を示す考えです。 

 

（2015.1.25 日経朝刊より） 

 

九州電力が太陽光などの再生可能エネルギーを最大

に利用すると、火力発電が全設備（計 1252 万 kW）

の 1 割以下の 92 万 kW までしか発電できない日が

年 150 日（東北電力は 90 日）に上る可能性がある

ことが経済産業省の試算でわかりました。 

（2015.1.26 日経朝刊より） 

 

関西電力の苦境が続いています。2015 年 3 月期

の販売電力量見通しは1364億kWhと東日本大震災

時の 2011 年 3 月期から 1 割減っています。 

 

（2015.1.31 日経朝刊より） 

天 然 ガ ス 

 

経産省は 2017 年をメドとするガスの小売り自由

化を控え、「二重導管規制」が競争促進の流れに逆行

すると判断し、2015 年中にも規制の運用方針を変え

る検討に入りました。これにより電力会社が持つ発

電用の導管（パイプライン）を企業向けのガス供給

にも転用できるようにします。規制が緩和されれば、

発電所に LNG を送る導管を持つ会社は自前のイン

フラを使って、ガスを供給できるようになります。 

 

（2015.1.6 日経朝刊より） 

 

経産省の有識者会議「ガスシステム改革小委員会」

は家庭向けの都市ガス販売について、2017 年をメド

に自由化すべきとする報告書をまとめました。実現

すれば、既存のガス会社以外の企業が、2.4 兆円と

される家庭向けのガス市場に参入できるようになり

ます。 

 

（2015.1.14 日経朝刊より） 
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（2015.1.14 朝日朝刊より） 

 

テキサス州でシェール開発を手掛けるWBHエナ

ジーが米連邦破産法 11 条の適用を申請し、経営破

綻しました。このような状況で原油価格が下落する

中、油田開発のコスト低減が迫られており、日立製

作所はビックデータ解析によりシェールオイルの開

発費用を削減する仕組みを開発します。 

 

（2015.1.9 日経朝刊より） 

米シェールブームの持続力が試されています。原

油価格は夏場以降に急落し、増加の一途をたどって

きたシェールオイルの生産が減速する可能性が浮上

してきました。2010 年以降、米国でこれまで採集が

困難だったシェール層から原油生産が可能になり、

オイルやガスの生産が急増しています。2015 年の原

油市場は、OPEC 対米シェールという新たな対決の

行方が最大のポイントになります。 

 

（2015.1.13 日経朝刊より） 

 

大阪ガスは都市ガス販売の全面自由化を前に体制

を一新（本庄武宏新社長・尾崎裕会長）して環境の

変化に備えます。 

 
（2015.1.29 日経朝刊より） 

 

石油元売り大手の東燃ゼネラル石油は静岡ガスと

連携し、静岡市に高効率の火力発電所（200 万 kW、

2021 年以降稼働予定）を建設します。 

 

（2015.1.29 日経朝刊より） 
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再 エ ネ 

 

経済産業省は、再生可能エネルギーの 2015 年度

の買い取り価格の議論を始めました。主に企業が持

つ大型（出力 10kW 以上）の太陽光発電の買い取り

価格を 4 月と 7 月の 2 段階で引き下げます。現在の

1kWh当たり32円から20円台後半に下げる方向で

調整が進みそうです。風力や地熱などは価格は維持

する方向で検討し、3 月に正式に決まります。 

 

（2015.1.16 朝日朝刊より） 

 

 

（2015.1.15 朝日朝刊） 

再生可能エネルギーのFITで経済産業省は新たに

始める再生エネの出力抑制ルールに対する意見募集

の結果をまとめました。3230 件の中には反対意見も

目立ち、経産省は一部地域で新ルールの適用を見送

るなど対応を迫られました。 

 

（2015.1.17 朝日朝刊より） 

 

再生可能エネルギーの FIT の見直しで、電気が余

るときに電力会社が出力を抑えるように要請できる

対象が、4 月の申し込み分から住宅用の太陽光発電

にも広がります。再生エネを受け入れる余地が大き

い東京、関西、中部の 3 電力管内は当分適用を見送

ります。 

 

（2015.1.23 朝日朝刊により） 
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伊藤忠商事と東芝は環境コンサルタント大手の環

境経営戦略総研と組み、駐車場と屋根の活用に特化

した太陽光発電事業を 2 月に始めます。発電能力は

3 万 kW、総投資額は 80 億円規模となります。 

 

（2015.1.28 日経朝刊より） 

 

食品スーパー「業務スーパー」を全国展開する神

戸物産は再生可能エネルギー関連の事業を強化しま

す。発電能力は 35 万 5 千 kW、2017 年度の事業売

り上げは 100 億年を目標としています。 

 

NTT スマイルエナジーは 2月 23 日から東京電力

管内での太陽光発電の電気を東電より 1円以上高く

買う高値買い取りサービスを始めると発表しました。 

 

（2015.1.28 朝日朝刊より） 

 

原    発 

 

最も手続きが先行している九州電力の川内 1,2 号

機は最終段階の認可手続きで足踏みを続けています。

2 番目に合格内定を決めた関西電力の高浜 3,4 号機

は地元同意の手続きが先送りされる見通しで再稼働

は今夏以降になりそうです。 

 

（2015.1.7 日経朝刊より） 

 

電力 4 社が、古くなった原発 5 基の廃炉に向けて

動き始めました。各社は今後、地元と雇用確保策な

どの調整に入ります。主導する政府には、着実に廃

炉を進めることで、いまある原発を減らす姿勢を示

し、再稼働に対する世論の反発を和らげたいとの思

惑があります。 

 

（2015.1.11 朝日朝刊より） 

 

関西電力は運転開始から 39 年以上経つ高浜原子

力発電所1,2号機の運転期間を最長60年まで延長す

るよう 4月に原子力規制委員会に申請する方針です。 

 

（2015.1.23 日経朝刊より） 
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経済産業省は原子力発電所を廃炉にする電力会社

の負担を軽くする会計ルールの見直し案（廃炉中に

は使わない発電機や核燃料などの資産価値を認めて

10 年間に分割して計上できるようにする、電力小売

りの全面自由化後も電気料金を通じて廃炉費用を回

収できるようにする）を決めました。年度内に関連

する省令を改正し、新ルールを施行する方針です。 

 

原子力発電専業の日本原子力発電は国内の原発事

業を東西で分社する検討に入りました。持ち株会社

を新たに設立し、傘下に原発の運転から廃炉まで手

がける 2 つの事業会社をぶら下げます。国内には 2

種類ある原子炉別に技術や人材を配置して専門性を

高め、ほかの電力会社から原発の運転や廃炉作業を

請け負います。新たな収入源を確保し経営再建につ

なげます。 

 

（2015.1.17 日経朝刊より） 

 

東京電力福島第一原発のタンクにためられている

高濃度汚染水の処理が正念場を迎えています。東電

は年度内の処理終了を国と約束しましたが、トラブ

ルが続いたために思うように進まず、1 月も新たな

装置を導入しています。しかし、汚染水を処理する

設備でトラブルが相次ぎ完了は 5月中でとなりそう

です。 

 

（2015.1.24 朝日朝刊より） 

 

原子力規制委員会は福島第一原子力発電所の原子

炉建屋付近にある井戸から地下水をくみ上げ、浄化

後に海に流す東京電力の計画を認可しました。東電

は建屋に地下水が増えるのを防ぐ効果を見込んでい

ますが、地元の漁業関係者らには風評被害などを懸

念する声があり、海への放出が実現するかは不透明

です。 
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そ  の  他 

 

 

（2015.1.5 日刊工業新聞より） 

 

20世紀後半、エネルギー政策の柱となった石油は

環境問題を引き起こし、期待された原子力も国の存

立をも揺るがす危険があることを暴露してしまいま

した。そうした中で、水素エネルギーが注目を集め

ています。水素エネルギーの利点は、無尽蔵にある

ことであり、CO2 排出量は約半分（天然ガスから水

素をつくる場合）であることです。再エネを使い水

から水素を取り出す手法が確立できれば CO2 の排

出はガソリン車の 1 割以下となります。もちろん課

題（コスト、安全性）の方が多い次世代エネギーで

すが、経産省は 2050 年までに実施すべき対策を定

めたロードマップを策定しています。 

 

東芝は、水を電気分解していったん水素にし、必

要に応じて燃料電池で酸素と反応させ電気として取

り出す技術にめどをつけ、電力を大量貯蔵するシス

テムを 2020 年にも実用化します。 

 
（2015.1.16 日経朝刊より） 

 

千代田化工や川崎重工業が燃料電池車の燃料とな

る水素を大量供給できる技術を開発します。 

 

（2015.1.27 日経朝刊より） 

 

東京電力など大手電力 10社の 2014年 4～12月期

連結決算が出そろいました。 

 

（2015.1.31 日経朝刊より） 


